
令和５年度 事業計画 

 

Ⅰ 基本方針 

 

我が国は、コロナ禍からの緩やかな持ち直しが続く一方で、世界的なエネルギー・

食料価格の高騰や世界経済減速の影響を受け実質賃金は減少傾向が続いている。 

このようななかで、国は、シルバー人材センターの業務運営の効率化による経営基

盤の強化や会員の利便性向上等の観点から、速やかに、シルバー人材センターのデジ

タル化や会員向けサービスのオンライン化の支援等を進めることとなり、センター事

業に取り組む団体はデジタル化に向けた取り組みが加速することになった。 

更に、シルバー人材センター事業は、インボイス制度への対応、フリーランス保護

法制がセンター会員に適用されることへの対応など、令和４年度には、唐突に大きな

課題が示され、シルバー人材センター事業は大きな転換期を迎えた。 

このような中、昨年度は、設立 35周年を迎えたことを契機とし、シルバー応援大使

を設け普及啓発活動の活性化を図ると共に、高齢者のデジタル・ディバイドの解消に

積極的に取り組み、新型コロナウイルス感染症防止の取り組みを強化し、安全対策の

推進及び健康管理活動に基づく就業機会提供体制の構築を図った。 

併せて、当センターの今後の在り方と目標を定めるため、第６次中・長期計画の策

定に取り組んだが、大きな課題への対応方針が明確にならない中で、新たな目標を掲

げることが大変難しい状況にあることから、当該計画の作成を延期した。 

今年度、当センターは、昨年度延期した、第６次中・長期計画策定に取り組むため、

会員さんに不利益が生じないようなインボイス制度への対応、フリーランス保護法制

適用方針等を定める。 

また、これまでの取り組みを礎に、誰も取り残さない、シルバー人材センター事業

全体のデジタル化を喫緊の課題として取り組むと共に、お一人お一人の会員さんにつ

いて、「より一層理解する」・「個性を活かす」・「生き甲斐に繋げる」取り組みを強化し、

延いては、地域社会の身近な仕事の担い手として、だれもが、いくつになっても活躍

できる社会の実現を目指す。 

そのために、確固たる事業基盤を確保するため、事務費比率の改正等により財政基

盤の安定化を図り、継続的な会員の増強と就業機会の確保を推進する。 

そこで、今年度は、次の重点目標を掲げ、会員・役員・職員が一体となり透明性の

高い組織運営に当たり、より一層の魅力的な団体として継続的に活動していくための

事業を実施する。 

 

 

 

 

 



Ⅱ．重点目標  

Α 第６次中・長期計画の策定に係る方針決定 

Ｂ センター事業のデジタル化の推進 

Ｃ 安全対策の推進と就業機会提供体制の構築 

Ｄ 会員の増強（入会促進と退会者縮減対策） 

Ｅ 会員さんのフォロー体制の強化 

 

Ⅲ．事業実施計画 

１．高齢者に対する雇用によらない就業の機会の確保・提供事業 

２．雇用による就業を希望する高齢者に対する労働者派遣事業 

３．高齢者に対し、就業に必要な知識及び技能を付与する講習事業 

４．就業を通じた高齢者の生きがいの充実及び社会参加の推進を図る事業 

５．高齢者の多様な就業機会の確保及び地域社会、企業等における高齢者の能力

の活用を図るための事業 

６．高齢者就業相談総合窓口事業（職業紹介事業） 

７．介護保険等事業の拡充 

８．事務局体制の充実 

 

１．高齢者に対する雇用によらない就業の機会の確保・提供事業 

 ⑴ 営業推進実行委員会活動の実施 

会員の就労希望に応えるため、営業活動のデジタル化を推進し、よ

り実態に即した就業機会確保に努め、高齢者が働く裾野を広げる営業

活動を継続的・組織的に展開する。 

 

 ⑵ グループ就業、ローテーション就業の推進 

地域のお客様から発注された仕事の内容等をデジタル化により、よ

り早く、公平に高齢者に提供すると共に、高齢者の希望、能力等を踏

まえ、お客様から信頼される「仕事の質」を保つことを前提に、出来

る限り多くの高齢者の就業機会が保たれるようグループ就業、ローテ

ーション就業等を推進する。 

 

 ⑶ 「適正就業ガイドライン」の周知徹底 

請負、委任による仕事の受注と提供について、会員さんの就業はフ

リーランス保護法制の適用を受けることを想定し、「シルバー人材セン

ター適正就業ガイドライン」の周知徹底を行い、働き方の適正化を図

る。 

 

 ⑷ 就業率向上への取り組み 

適正就業基準と会員就業コーディネートプランに基づき、未就業会

員等への就業機会の提供に努めると共に、お一人お一人の会員さんに

ついて、「より一層理解する」・「個性を活かす」・「生き甲斐に繋げる」

取り組みを強化し、就業機会の拡充を図り就業率の向上を目指す。 



 

 ⑸ 市内一円で就業機会の均一化に向けた取り組み 

センター事業が円滑に行われるよう支部組織の充実を図り、作業ス

ペースの確保など支部スペースの有効活用を推進し、市内一円で同じ

就業条件で働ける環境の整備、就業に係る連絡体制の確保及び就業先

の開拓を行う。 

 

 ⑹ 独自事業の拡充 

就業機会拡大のため、高齢者の経験や提案を活かすことを踏まえ、

高齢者のネットワークを活かした独自の創意と工夫により、就業機会

を創出する独自事業の拡充を図る。 

 

 ⑺ 育児・介護分野の就業機会拡充 

地域の高齢者が地域社会の課題解決の担い手として、その役割を果

たすため、センターが企画・提案することが必要と想定する分野（子

育て、高齢者生活支援・介護等）で、高齢者の経験・能力の活用を促

進し更なる活躍の場を開拓する。 

   

２．雇用による就業を希望する高齢者に対する労働者派遣事業 

地域社会の雇用情勢、生産労働力人口の減少、労働者の不足に応じて、高 

齢者の活用を促し就業機会を拡充するため、労働者派遣事業の機能強化を図 

る。あらかじめ登録した会員のうち、派遣労働を希望する会員（以下、派遣 

労働会員）を対象に「労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の 

就業条件の整備等に関する法律」に基づき、労働者派遣事業を実施する。ま 

た「愛媛県シルバー人材センター連合会」主導型の事業として松山実施事務 

所の役割を見直し、効率的な事業運営とコンプライアンス対応を推進し、関 

係諸法令に沿った派遣労働会員の適切な雇用の確保及び事業運営に努める。 

 

⑴  雇用による就業におけるマッチングの促進 

「高年齢者等の雇用の安定等に関する法律」の一部改正により、労働 

者派遣事業等で取り扱う業務の範囲が「臨時的・短期的かつ軽易な業務 

（週 20時間程度以内）」から、地域の雇用労働情勢等の実情に応じて、 

知事が認可した一部の職種においては「常用雇用（週 40時間）」の範囲 

まで拡大されることとなり、知事の指定する職種も広がる中で、雇用に 

よる就業を希望する高齢者の就業ニーズを一層充足するため、地域の求 

人ニーズとのマッチングを一層促進する。 

 

⑵  

 

 

 

 

⑶   

 

就業の適正化に係る事務処理体制整備  

地域の実情に応じ、高齢者のニーズを踏まえた多様な就業機会を確保 

する観点から、就業の実態に即した雇用労働者の労働契約法に基づく処 

遇を適正に措置するための事務処理体制を整備する。 

 

派遣労働会員のスキルアップ 

派遣労働会員に対する雇用に関する知識（関係諸法令等）を付与する 



 

 

 

⑷  

 

 

 

 

 

 

 

⑸  

 

 

 

 

 

⑹ 

 

            

機会の確保、高齢期におけるキャリア形成支援、キャリアアップを図る 

機会を確保し、派遣労働会員の適正な就業を推進する。 

 

派遣労働会員の健康維持増進と職場環境の整備 

派遣労働会員の労働災害の防止、健康維持増進を図るため、労働安全 

衛生法等、関係諸法令に基づき、派遣先事業所への安全の周知・徹底、 

派遣労働会員の安全意識の高揚を図る取り組みを推進するとともに、年 

次有給休暇の取得、健康診断、ストレスチェック、法令に基づく安全衛 

生教育講習等の適正実施により、派遣労働会員の安全と健康の推進及び 

快適な職場環境の整備を図る。 

 

派遣会員の処遇等の確認 

「改正労働者派遣法」に基づき、派遣労働者の同一労働同一賃金制度 

（令和２年４月施行）に対応し、派遣先に雇用される通常の労働者（比 

較対象労働者）と、派遣労働会員との間の不合理な待遇差等が生じない 

よう、継続的に就業先の状況把握に努める。 

 

連合会主導の派遣事業移行に関する連携強化 

昨年度の派遣事業検討会及び松山市・東予四市派遣事業運営会議の協 

議結果を踏まえ、連合会主導型事業への移行に関して、愛媛県シルバー 

人材センター連合会と各実施事務所のコンセンサスを図り、移行後の運 

用及び体制整備の検討結果に応じ、松山実施事務所の体制整備を図る。 

       
 

３．高齢者に対し、就業に必要な知識及び技能を付与する講習事業 

 ⑴ 技能開発講習会事業 

  就業意欲のある高齢者を対象とした講習会や、新たな就業を希望する

会員を対象とした研修会等を開催し、就業に必要な技能や知識を付与し

就業に結びつけるために専門機関と連携した講習会を実施する。 

 

 ⑵ 接遇講習会事業 

  地域社会の活性化を担う会員として、その活動の礎となるモラルの向

上と接遇能力を向上させる講習会を実施する。 

 

 

 

⑶

   

 

 

WEB活用に関する講習事業 

 就業に係るデジタル活用を推進するため、会員に対する公平で迅速

な就業情報やセンターからの情報提供が出来るよう、会員のデジタル

活用支援に係る講習会を実施し、会員のデジタル・ディバイド解消を

図る。 

 

４．就業を通じて高齢者の生きがいの充実及び社会参加の推進を図る事業 

 ⑴ 社会参加促進事業 

  ① 働くことに「楽しさ」「集う喜び」加え、地域班活動の拡充や新たな

センターを通した活動機会を提供し、退会抑制等に繋げる事業を促進

する。 



② 全会員参加型の「就労グループ」を構築し、そのなかで、リーダー

のもと会員の主体的活動の一部として「親睦活動」を展開する。 

③ ボランティア活動を希望する高齢者を対象に、社会参加活動の一環

として、市と連携した、「まち美化活動」や地域班を活用した「清掃

活動」、及び会員さんの特技・技能を紹介する地域イベントやボラン

ティア活動を実施する。 

④ お一人お一人の会員さんについて、「より一層理解する」・「個性を

活かす」・「生き甲斐に繋げる」取り組みにより、会員の趣味・特技を

生かした「得意バンク」を拡充し、会員さんの得意を活かした「生き

がい就労（だれもが、いくつになっても活躍できる）」活動を推進す

る。 

 

 ⑵ 相談・情報提供事業 

  これまでの、雇用就業等に係る就労相談に加え、健康アンケート調査

の反映、会員さん個々の登録内容の更新を恒常的に行う「会員係」を新

設し、「就業相談」「仕事体験」「健康状態の把握」「高齢会員の活動機会

提供」に取り組み就業率の向上に努める。 

 

 ⑶ シルバーサロン事業 

  社会参加に意欲のある健康な高齢者に就業の場を提供するとともに、

当センター利用者、地域の高齢者に交流の場を提供し、高齢者の生きが

いの充実に努める。（市内３カ所） 

 

 ⑷ 生きがいデイサービス事業 

  市内に住所を有するおおむね 65歳以上の高齢者で、介護保険法に規

定する通所介護を利用することができない方が、生きがいデイサービス

に通所し、各種サービスを受けることによって健康と生きがいづくりの

促進と閉じこもり予防に繋がる事業として実施する。 

 

 ⑸ 高齢者生活基盤支援事業 

  地域住民による支え合い機能の低下や集落の崩壊も危惧されている離

島において、地域の会員さんが、より弱い立場にある高齢者等の生活基

盤支援（「見守り」と「買い物支援」）及びミニデイサービス事業を実施

し、誰もが住みなれた地域で安心して暮らせる環境を整備する。 

   

５．高齢者の多様な就業機会の確保及び地域社会、企業等における高齢者の能

力の活用を図るための事業 

 ⑴ 就業開拓等事業 

  ①  コロナ禍で大きなダメージを受け、減少した事業量を、一日も早

くコロナ禍前の水準まで回復させるため、デジタル機能（「Web上で

仕事の受注を行う機能」「訪問先でタブレット等により各種情報検索

が行える機能」「会員にネット上でいち早く就業情報を提供すること

で早期マッチングに繋げる機能」）を活用し就業開拓事業を展開す

る。 



  ②  

 

 

 

③  

 

④  

 

⑤  

 

⑥  

 

⑦  

 

⑧  

 

 

 

⑨ 

 

⑩ 

 

 

デジタル機能活用を習得した営業推進員を配置し、地域の家庭、

事業所、地方公共団体等を訪問・面接し、高齢者にふさわしい仕事

を積極的に開拓するとともに、高齢者の職業能力や経験を生かせる

職域の開拓を実施する。 

女性会員による、女性のコミュニケーション能力を活用した企業

訪問活動を実施する。 

事業主団体との連携による業種・職種ごとに企業と会員リーダー

との懇談会を開催する。 

会員の経験や能力を活かした仕事を企業に提案する営業活動を実

施する。 

高齢女性の潜在能力の活用と活躍の場の創出に向け、シルバー発

「コミュニティ・スペース」の拡充を図る。 

デジタル活用手段として会員の免許・資格情報を活用し、就業機

会確保に努める。 

保育に係る「認可外保育施設指導監督の指針」及び「認可外保育

施設指導監督基準」の改正に伴い、新制度に対応するため「居宅訪

問型保育事業」の拡充及び従事者となる有資格者の育成を実施し、

女性会員の更なる就業機会の提供を図る。 

北条支部に旅行業の活動拠点を置き、観光分野での新たな就業機

会確保に係る事業を展開する。 

人手不足分野の介護事業所に対し、介護事業の周辺業務の切り出

しの提案を行い、介護分野の担い手として、高齢者にとって新たな

就業機会を創出する介護分野就業機会促進事業を実施する。 

 

 ⑵ 調査研究事業 

①  定年年齢の延伸、就業機会拡充と財源の健全化を念頭に第６次

中・長期計画の策定に係る方針決定する。 

    ②  地域社会のニーズにマッチした事業展開を実施するために、高齢

者のセンターへの関心度調査、発注者満足度調査、高齢者の就業に

対する意識調査や健康づくりの推進に関する調査を実施する。 

③  就業に係る認知症予防と健康増進に関する調査を実施する。 

 

 ⑶ 安全・適正就業推進事業 

  高齢者が自らの安全の確保と健康の維持を図りながら、センター

から提供された仕事を安全かつ適正に遂行できるよう、安全意識の

徹底と健康管理の啓発活動を行う。 

また、安全就業を前提に会員の高齢化を踏まえた健康管理活動に

基づく就業機会の提供体制を構築するため、以下の活動に取り組

む。 

  ① 

② 

③ 

④ 

新規入会者の健康チェックの徹底を図る。 

既存会員の定期的な健康チェックを実施する。 

会員の健康管理意識高揚に係る啓発活動を実施する。 

就業する会員（高齢者）が自転車を利用する際のヘルメットの着

用について、会員総意でヘルメット着用を推進する。 



  ⑤ 安全就業対策について一層の体制整備と、実効のある安全就業対

策の推進に努める。 

  ⑥ 安全・適正就業委員会と安全推進員の連携により、就業現場巡回

指導、安全会報の発行、交通安全講習等を実施する。また、高齢者

の健康管理のため、市の健康診断受診推奨などを実施する。 

  

 

⑦ 

⑧ 

 

高齢者の自動車事故等を防ぐために、交通安全講習を実施する。 

 防災対策等マニュアルの策定とネットワークを構築する。 

 

 ⑷ 普及啓発事業 

  市報、ポスターの掲示及びチラシ等の配布や、ホームページの充実

センターボランティア活動の報道依頼などを行うとともに、一層のデ

ジタル活用を推進するため新たな SNSサービスの運用を図る。 

①「シルバー応援大使」の活動を拡充する。 

  ② 

 

 

③ 

④ 

 

⑤ 

 

既存入会者の生の声を提供する等、入会希望者にとって身近に感

じられるように「入会セミナー」を拡充し、移動説明会を含め、月

４回、実施する。 

WEBを活用した入会申込システムをより充実し入会促進を図る。 

受講対象者を特化（職種別・男女別）した入会セミナーを開催す

る。 

入会者を、「より一層理解する」・「個性を活かす」・「生き甲斐に

繋げる」取り組みの機会として、専用窓口（担当係）の活用を促進

する。 

  ⑥ 

 

 WEB 会員登録機能より充実し、を活用し入会から就業提供までの

入会手続きの時間軽減等を図り、入会に係る障壁を縮減する。 

  ⑦ 

 

地域ニーズにタイムリーに対応するため、必要に応じた臨時入会

セミナーを開催するなど入会手続きの柔軟性を確保する。 

  ⑧ 人材不足分野に就業できる高齢者、特に女性会員の入会促進を図

る。 

  ⑨  事業案内・事業実施状況をさらにアピールするホームページを、

松山市らしさをイメージできる構成で、デジタル活用を促進するた

め、高齢者等に使い易い、判りやすい内容にリニューアルし、通信

連絡費用の縮減と普及啓発に積極的に活用する。 

  ⑩  センター本部・支部、福祉事務所を情報発信基地とし、デジタル

活用が不得手な高齢者等への周知方法としてポスターの掲示・チラ

シ等の配布を行う。 

  ⑪ 広報担当理事・職員により、報道機関、関係機関等への情報提供

等、センター事業の普及啓発に努める。 

  ⑫ 愛媛県シルバー人材センター連合会と連携し、労働者派遣事業の

拡充、多様な就業形態への紹介を広く啓発する。 

  ⑬ 高齢者の生活支援と長寿会員の活動機会を充実するため、「シル

バーサロン清水町」、「久米愛・あいサロン」や成年後見制度の普及

啓発を図る。 

  ⑭ 

⑮ 

地域班活動を活用した会員確保への事業を展開する。 

新たなジャンルの仕事・活動を企画提案し、センターへの入会促



 

⑯ 

 

⑰ 

 

⑱ 

進を図る。 

市内中心部に出張ブースを設置し一般高齢者へのデジタル支援サ

ービスを展開し、センター事業の普及啓発を図る。 

人権意識の高まり等に鑑みて、会員の入会申込書及び会員票の取

り扱いの更なる見直しを行う。 

デジタル活用を踏まえて、シルバー人材センターネットワークを

活用した「物産展」を本格的に事業化する。 

 

 ⑸ 高齢者活用・現役世代雇用サポート事業 

   高年齢者の、人手不足分野・現役世代を支える分野で、高齢者に就

業する機会を提供し、高齢者の生活の安定、生きがいの向上、健康の

維持・増進、企業の人手不足の解消、地域社会の維持・発展等を推進

することにより、会員さんの就業機会を拡充する。 

  ① 高齢者セミナーの実施（年３回開催予定） 

  ② 社会・経済の発展に資する事業（都心部の人材と仕事獲得事業） 

  ③ 現役世代の女性等の家庭内の手間や時間的制約の解消事業（市内

２か所で実施予定） 

  ④ 子育て支援事業の働く場を確保するために、センター会員を積極

的に活用する取り組みを構築し事業を実施する。 

  ⑤ 人手不足分野における、女性の潜在的能力を活かすことを目的と

して結成した「おたすけ隊」事業を実施する。 

  ⑥ 「健幸測定会」を活用し、今後平均年齢が上昇する会員等への認

知症予防対策や健康増進の観点から実施する。 

  ⑦ 

 

 

⑧ 

 

 

松山市と連携し組織的かつ広域的空き家等巡回管理サービス提供

体制の整備と、多様なニーズにワンストップで対応する総合的支援

体制の拡大・充実を図る。 

女性の感性とネットワーク、女性の生活に密着した技能・技術と

地道な就労特性を活用し世代間交流を図る事業を実施し、女性会員

の就労創造事業の充実・拡大を図る。 

 

 ⑹  SDGsを推進する事業 

   多種多様な経験を持つシニア世代が会員登録し、地域の様々な需要

に応じて、長年培ってきた知識や能力を活かすことが出来る、シルバ

ー事業の更なる拡充を目的として、加盟している「松山市 SDGs推進協

議会」での活動を充実するため、加盟している他団体や企業との連携

を促進し、地域のデジタル活用の促進や、デジタル活用に係る企業活

動とタイアップを図り、だれもが、いくつになっても楽しく活躍でき

る社会の実現に向けて、地域貢献に取り組む。 

    

６．高齢者就業相談総合窓口事業（職業紹介事業） 

  高齢者雇用対策事業（高齢者就労総合相談窓口事業）の実施に伴い、職

業安定法の定めるところにより、許可による職業紹介事業の展開を図り、

高齢者等の就労ニーズの多様化に対応し、退職後等も、継続的な仕事を含

めた就労機会を提供するための事業を行う。 



 

 ⑴ 地域の高齢者等への職業紹介・斡旋 

   「高齢者就労相談窓口」を開設し、働く意欲と能力のある高齢者が

その能力を発揮して働き続けられるよう、従来の臨時かつ短期就業の

みならず、「常用雇用」も含めた、求職者・事業者のニーズに応じた職

業紹介事業によるマッチング支援を行う。 

  

⑵ 

 

地域の高齢者等への就労相談、キャリアコンサルティング 

  就労相談においては、相談員として職業紹介経験者や、キャリアカ

ウンセラー等を配置し、利用者本人の経験・能力や、健康状態、年金

制度の影響等様々な状況を確認するなど、高齢者の特性に配慮した相

談を実施する。 

  

⑶ 

 

高齢者等の求人開拓 

  高齢者等が定年退職後等も継続的に働く意義や地域の企業等が高齢

者の経験や知識を活用する意義等を広くかつ正しく啓発し、本事業への

理解と求人開拓の促進を図る。ホームページ等で情報公開を行うなど、

広く周知する。 

  

⑷ 

 

就職セミナーの開催 

   一般高齢者を対象に就職セミナーを開催し、高齢者が就業するために

必要な知識及び技能を付与し、その能力を生かして希望に沿った就職を

実現する。 

  

⑸ 

 

高齢者社会参加活動の総合コーディネート 

  一般高齢者を対象に就職・社会参加に関する助言や、指導を行い、男

女の差なく就業できる機会の確保や、労働安全衛生を考慮した環境を整

備することで、高齢者の生きがいづくりに繋げる。 

 

７．介護保険等事業の拡充 

 ⑴ シルバー人材センターらしい介護保険等事業の拡充 

元気な高齢者が、より弱い立場にある高齢者を、長年生活した環境

を維持し、生涯健やかに暮せるお手伝いを、継続的に行うことを目的

として実施する介護保険事業等の一層の充実を目指す。このため介護

に係る専門的資格と知識を有する会員の就業機会の確保・拡大に努め

地域高齢者及び会員とその家族等関わるすべてが将来にわたり自立し

た生活が送れるよう「介護保険法」及び「障害者総合支援法」に基づ

き次の事業を行う。 

  ① 居宅介護支援事業（松山・北条・中島福祉事務所） 

  ② 訪問介護事業（松山・北条・中島福祉事務所） 

  ③ 松山市介護予防・日常生活支援総合事業介護予防型訪問サービス

（松山・北条・中島福祉事務所） 

  ④ 

 

松山市介護予防・日常生活支援総合事業生活支援型訪問サービス

（松山） 



⑤ 通所介護事業（北条・中島福祉事務所） 

  ⑥ 松山市介護予防事業（通所型）（北条福祉事務所） 

  ⑦ 居宅介護事業／同行援護事業（北条・中島福祉事務所） 

  ⑧ 移動支援事業（北条・中島福祉事務所） 

 

 ⑵ 離島・中山間部における事業の充実 

公益に資する団体として、離島・山間部での高齢者ケア事業の充実

を図る。 

 

 ⑶  新規利用者の開拓 

会員の就業機会の確保・拡充を図るため、新規利用者の開拓に取り

組み介護保険事業の増収を図る。 

 

 ⑷ ケアワーカーのサービスの質の向上 

会員ヘルパー及び職員の技能向上等を目的とした研修を計画的に実

施することにより、高品質のサービスを提供し、地域社会に信頼され

る「やさしさと温もりのある、こまやかなケア」を行う。 

 

 ⑸ 感染症対策の徹底 

新型コロナウイルス感染禍における事業実施については、関係法令

や行政の指導の下、引き続き新型コロナウイルス等感染症対策に努

め、利用者、会員、職員の安全を最優先に事業を実施する。 

 

８．事務局体制の充実 

 ⑴ 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

職員の資質向上対策の実施 

① 多様な事業展開に対応するため、組織人としての意識改革とシルバー

事業に求められる人材育成を図るため、研修の機会を確保し、資質の

向上を目指す。 

② 職員の「傾聴能力」「提案力」の向上を図るため研修機会を確保する。 

③ 公益法人として、会計基準に基づいた適正な執行に当たるため、職

員の経理的基礎及び技術的能力を向上させる。 

 

事務局体制の整備 

① サービス提供体制の強化とデジタル化に応じた職員体制を確保す

ると共に、職員のモチベーションを維持・向上するため、それぞれの

職責・能力に見合う職員の処遇改善を図る。 

② 人事考課制度による職員の適正配置を効果的に実施する。 

③ 介護保険事業の安定した収益性を確保するため、各事業所の法定要

員の適正配置と事務分掌の再構築を図る。 

④ 「働き方改革関連法」による同一労働同一賃金の対応に向けた関連

規定の整備と職員の労働環境の改善を図り適正な人員管理を実施す

る。 

⑤ 会員拡大施策等を、効果的に実施するため,職員の役割分担を明確

にし、きめ細かな会員対応と、積極的な入会促進に取り組み、会員確



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑶ 

 

 

 

 

 

保会員確保と退会抑制に当たる。 

⑥ 理事会に連動して、迅速かつ的確に執務ができるよう、事務局組織・

事務分掌の見直しを随時行う。 

⑦ 収支相償へ取り組むため、デジタル活用により、本部・支部・福祉

事務所の連携を図り事業の効率化を図る。 

⑧ シルバー事業のデジタル化を推進するため、事務局内にデジタル化

推進プロジェクトチームを編成する。 

⑨ お一人お一人の会員さんについて、「より一層理解する」・「個

性を活かす」・「生き甲斐に繋げる」取り組みを強化するために組

織する「会員係」に傾聴能力等を有する職員を配置する。 

 

健全な財政運営の確保 

①  事業経費の明確化、事務の効率化等によりコスト削減を徹底する。 

②  事務費比率改正により得られる収益を、事業基盤整備に充てる。 

③  周年事業及び退職給付引当等運営資金を確保する。 

④   デジタル化推進により経費を縮減のため、これまでの周知方法や 

組織体制を再検討する。（会報誌制作、地域班活動、郵送物等） 

⑤   消費税法の改正による、適格請求書等保存方式(「インボイス制度」 

という）施行に対応し適正な経理処理に当たる。 

⑥   公益法人として、必要とされる情報の公開を適切に実施し、透 

明性の高い事務事業に当たる。 

   

 

 



（単位：円）

科目 予算額 前年度予算額 差異

Ⅰ　一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

（1）経常収益

受託事業収益 643,441,000 634,915,000 8,526,000

受取配分金 438,829,000 461,695,000 △22,866,000

受取材料費等 48,490,000 48,490,000 0

受取事務費 88,204,000 44,486,000 43,718,000

労働者派遣事業受託収益 33,113,000 36,451,000 △3,338,000

松山市生きがいデイサービス事業受託収益 16,762,000 16,762,000 0

松山市北条生きがいデイサービス事業受託収益 18,043,000 18,043,000 0

生涯現役促進地域連携事業受託収益 0 8,988,000 △8,988,000

介護保険事業収益 190,646,000 196,002,000 △5,356,000

介護保険報酬収益 147,852,000 151,155,000 △3,303,000

介護保険利用者負担金収益 20,234,000 21,307,000 △1,073,000

居宅介護受託事業収益 22,560,000 23,540,000 △980,000

職業紹介事業収益 1,500,000 1,500,000 0

紹介手数料収益 1,500,000 1,500,000 0

受取会費 3,500,000 3,320,000 180,000

正会員受取会費 2,940,000 2,760,000 180,000

特別会員受取会費 60,000 60,000 0

賛助会員受取会費 500,000 500,000 0

受取補助金等 97,559,000 99,349,000 △1,790,000

受取連合交付金 41,000,000 41,400,000 △400,000

受取市（区）町村補助金 56,187,000 56,187,000 0

受取国庫補助金 0 1,522,000 △1,522,000

受取補助金等振替額 372,000 240,000 132,000

受取負担金 4,017,000 4,097,000 △80,000

受取負担金 4,017,000 4,097,000 △80,000

特定資産運用益 1,000 1,000 0

特定資産受取利息 1,000 1,000 0

雑収益 139,000 131,000 8,000

受取利息 6,000 5,000 1,000

雑収益 133,000 126,000 7,000

経常収益計 940,803,000 939,315,000 1,488,000

（2）経常費用

事業費 928,294,000 932,248,000 △3,954,000

支払配分金 467,069,000 490,197,000 △23,128,000

支払材料費等 48,490,000 48,490,000 0

役員報酬 420,000 4,232,000 △3,812,000

給料手当 222,269,000 210,460,000 11,809,000

臨時雇賃金 34,801,000 36,671,000 △1,870,000

法定福利費 36,239,000 34,387,000 1,852,000

中退共掛金 5,183,000 4,344,000 839,000

退職給付費用 7,051,000 6,508,000 543,000

令和5年4月1日から令和6年3月31日まで

収 支 予 算 書



科目 予算額 前年度予算額 差異

福利厚生費 727,000 726,000 1,000

旅費交通費 3,801,000 4,409,000 △608,000

通信運搬費 5,745,000 5,591,000 154,000

減価償却費 751,000 586,000 165,000

会議費 74,000 112,000 △38,000

消耗什器備品費 410,000 530,000 △120,000

消耗品費 8,978,000 9,233,000 △255,000

介護用品費 63,000 54,000 9,000

修繕費 790,000 880,000 △90,000

印刷製本費 2,134,000 2,087,000 47,000

光熱水料費 3,093,000 2,868,000 225,000

賃借料 23,829,000 20,469,000 3,360,000

保険料 7,518,000 8,016,000 △498,000

諸謝金 3,910,000 3,894,000 16,000

租税公課 13,582,000 9,635,000 3,947,000

支払負担金 5,698,000 5,253,000 445,000

委託費 23,336,000 20,266,000 3,070,000

教材費 10,000 93,000 △83,000

支払手数料 1,970,000 1,885,000 85,000

支払利息 150,000 150,000 0

雑費 203,000 222,000 △19,000

管理費 5,596,000 6,909,000 △1,313,000

役員報酬 370,000 571,000 △201,000

給料手当 1,258,000 989,000 269,000

法定福利費 210,000 192,000 18,000

退職給付費用 29,000 29,000 0

中退共掛金 26,000 26,000 0

福利厚生費 1,000 1,000 0

旅費交通費 133,000 132,000 1,000

通信運搬費 466,000 648,000 △182,000

消耗什器備品費 0 200,000 △200,000

消耗品費 212,000 250,000 △38,000

印刷製本費 217,000 207,000 10,000

賃借料 369,000 569,000 △200,000

保険料 154,000 152,000 2,000

租税公課 33,000 25,000 8,000

支払負担金 593,000 593,000 0

委託費 1,429,000 2,229,000 △800,000

雑費 96,000 96,000 0

経常費用計 933,890,000 939,157,000 △5,267,000

評価損益等調整前当期経常増減額 6,913,000 158,000 6,755,000

当期経常増減額 6,913,000 158,000 6,755,000

２．経常外増減の部

（1）経常外収益

経常外収益計 0 0 0

（2）経常外費用

経常外費用計 0 0 0



科目 予算額 前年度予算額 差異

当期経常外増減額 0 0 0

法人税、住民税及び事業税 82,000 82,000 0

当期一般正味財産増減額 6,831,000 76,000 6,755,000

一般正味財産期首残高 57,875,156 67,404,588 △9,529,432

一般正味財産期末残高 64,706,156 67,480,588 △2,774,432

Ⅱ指定正味財産増減の部

　収益計 0 0 0

（2）費用

一般正味財産への振替額 372,000 240,000 132,000

一般正味財産への振替額 372,000 240,000 132,000

当期指定正味財産増減額 △372,000 △240,000 △132,000

指定正味財産期首残高 1,220,000 1,220,000 0

指定正味財産期末残高 848,000 980,000 △ 132,000

Ⅲ正味財産期末残高 65,554,156 68,460,588 △ 2,906,432

収支予算書に係る注記

１．投資活動及び財務活動に関する見込

科目 予算額 前年度予算額 差異

【投資活動収支の部】

〈投資活動収入〉

敷金・保証金等戻り収入 0 155,000 △ 155,000

保証金戻り収入 0 155,000 △ 155,000

特定資産取崩収入 30,000,000 31,500,000 △ 1,500,000

35周年記念事業積立資産取崩収入 0 1,500,000 △ 1,500,000

特定積立資産取崩収入 30,000,000 30,000,000 0

投資活動収入計 30,000,000 31,655,000 △ 1,655,000

〈投資活動支出〉

特定資産取得支出 34,308,000 32,000,000 2,308,000

退職給付引当資産取得支出 3,808,000 1,500,000 2,308,000

周年記念事業積立資産取得支出 500,000 500,000 0

特定積立資産取得支出 30,000,000 30,000,000 0

投資活動支出計 34,308,000 32,000,000 2,308,000

　投資活動収支差額 △ 4,308,000 △ 345,000 △ 3,963,000

【財務活動収支の部】

〈財務活動収入〉

借入金収入 200,000,000 200,000,000 0

（市）短期借入金収入 100,000,000 100,000,000 0

短期借入金収入 100,000,000 100,000,000 0

財務活動収入計 200,000,000 200,000,000 0

〈財務活動支出〉

借入金返済支出 200,000,000 200,000,000 0

（市）借入金返済支出 100,000,000 100,000,000 0

短期借入金返済支出 100,000,000 100,000,000 0

財務活動支出計 200,000,000 200,000,000 0

　財務活動収支差額 0 0 0

当期収支差額 △ 4,308,000 △ 345,000 △ 3,963,000



２．借入金限度額

　伊予銀行からの短期借入金限度額は１億円とする。

３．債務負担額

　令和５年度　　　　　15,374,812円

　令和６年度　　　　  11,761,244円

　令和７年度　　　　　 9,285,178円

４．予算の執行上やむを得ない場合には、収支予算書内訳表の事業区分のうち内部管理区分間において予算

　　を流用することができる。

５．実績に関連するものに限り予算を超えて支出することができる。



資金調達及び設備投資の見込みについて

（１）資金調達の見込みについて

　　　当期中における借入の予定の有無

（２）設備投資の見込みについて

　　　当期中における重要な設備投資（除却または売却を含む）の予定の有無

運転資金

借入の予定

事業番号

公益目的事業会計
及び法人会計

設備投資の内容
支出または収入

予定額
資金調達方法

又は取得資金の使途

設備投資の予定

事業番号

　□　あり 　☑　なし

令和 5年 4月 1日

令和 6年 3月31日

公益目的事業会計
及び法人会計

借入先

松山市

伊予銀行

事業年度
自

至

　☑　あり 　□　なし

金額（円）

100,000,000

100,000,000

使　途

運転資金


